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• 調査の目的 
 

現在、遊戯施設の安全装置の設置については、
その特殊性に応じた詳細な基準がない。 

また、装着を確実に担保させる観点からの技術
的蓄積も乏しく、他の構造物への接触について
は具体的基準がない状況にある。 

 

 

乗客の客席からの落下、客席内でのけが、他の
構造物への接触によるけが等の事故が生じて
いるところである。 



・調査の目的 
 
最近の内外の事故事例、海外の技術的な標準
の動向等を踏まえ、 

  
① 遊戯施設における客席の拘束装置に関  
   する検討 
② 遊戯施設における他の構造物との離隔距 
   離に関する検討 
   
を行い、遊戯施設の安全性向上に資することを
目的とする。 



調査の方法 
 

① 遊戯施設における客席の拘束装置に関する検討 

 ・海外の技術的な標準の状況及び国内の遊戯施設における
拘束装置の現状の調査、分析を行う。 

 ・拘束装置を無理のない運行管理において確実に装着する
ために必要となる工夫、留意点について国内外の事例等を
調査・分析することで整理を行う。 

 

② 遊戯施設における他の構造物との離隔距離に関する検討 

 ・海外の技術的な標準の状況及び国内の遊戯施設における
離隔距離の考え方の調査、分析を行い、客席の構造の差異
を踏まえた標準的な離隔距離の考え方を整理する。 



１．遊戯施設における客席の拘束装置に
関する検討 

ASTMの規格では、乗客に作用する加速度（前後方向,上下方向）に
応じ加速度領域(レベル)を１～５までに分け、乗物の稼働時に乗客
の受ける加速度に応じた拘束装置の要件の他、次のような点につい
て配慮を要求している。 
 
①拘束装置を乗客の身体に合わせて調整できるようにすること 

②乗物が稼働中に乗客がパニック等により自ら外すことがないよう
運行者のみが解除できるものとすること 

③拘束装置の機構部分に対する冗長性 

④安全確実な身体拘束の確認方法（確実な身体拘束の外部確認
表示について規格を設け、また、確実な身体拘束の外部確認表
示を求めていないものについても、確実な拘束を確認できる設
計を求めている。） 

（１）海外の技術的な標準の状況 
   ASTMにおける拘束装置の基本的な考え方 



ASTM 拘束決定基準図 



■領域別の拘束装置の基準1（ASTM） 

子供用 領域１ 領域２ 領域３ 領域４ 領域５

浮き上がりなし 浮き上がり有り

前方向1.2g以上 二次的な拘束装置

完全に囲まれた客席
を持たない場合拘束
設備を設ける

手すり、足置きな
ど、加力に対抗する
に充分な支持と手段
を乗客に与えられて
いない場合は拘束設
備を必要

拘束設備必要 拘束設備必要 拘束設備必要

拘束設備あ
たりの乗客
数

乗客1人が対象でも2

人以上の集団式でも
よい。

乗客1人が対象でも2

人以上の集団式でも
よい

乗客各人について備
える

乗客各人について備
える

乗客1人が対象でも2

人以上の集団式でも
よい。

乗客のラッ
チ位置

最終的なラッチ位置
やロック位置は調節
可能とする。

最終的なラッチ位置

は、固定されていて
も乗客に応じて調整
可能であってもよ
い。

最終的なラッチ位置
は、乗客に応じて調

節可能でなければな
らない。たとえば、
複数のラッチ位置を
有すバーや手すりで
ある。

最終的なラッチ位置
は、乗客に応じて調

節可能でなければな
らない。たとえば、
複数のラッチ位置を
有すバーや手すりで
ある

最終的なラッチ位置
は、乗客に応じて調

節可能でなければな
らない。たとえば、
複数のラッチ位置を
有すバーや手すりで
ある

最終的なラッチ位置

は、固定されていて
も乗客に応じて調整
可能であってもよ
い。

乗客もしくは運転者
が手動でラッチする
方式でも、自動式
ラッチでもよい。
製造者は、運転者が
拘束設備のラッチ完
了を確認するための
マニュアルを提供す
る

（各領域とも、下記
要件を満たすこと）

（拘束不要）0.2g

以上で座席に保持
前方向0.7g以下

前方向0.7～1.2g

以下

ラッチの種
類

乗客がラッチしても
運転者がラッチして
もよい。

拘束設備は自動ロッ
ク式とする

拘束設備は自動ロッ
ク式とする

自動ロック或は手動
ロックでも良いが、
ロックはオペレー
ターが行う。

別紙



■領域別の拘束装置の基準2（ASTM） 

子供用 領域１ 領域２ 領域３ 領域４ 領域５

浮き上がりなし 浮き上がり有り

前方向1.2g以上 二次的な拘束装置

ラッチ解除
の種類

乗客が解除しても運
転者が解除してもよ
い

乗客が手動で解除す
る方式でも、運転者
が手動または自動で
解除する方式でもよ
い

運転者のみが手動ま
たは自動で解除でき
るものとする。

運転者のみが手動ま
たは自動で解除でき
るものとする。

運転者のみが手動ま
たは自動で解除でき
るものとする

装着良 / 不
良の外部表
示

不要

不要。運転者が運転
サイクルごとに目視
または手動で拘束の
確認ができる設計と
する

不要。運転者が運転
サイクルごとに目視
または手動で拘束の
確認ができる設計と
する。

外部表示が必要。モ
ニターしている拘束
設備に不具合があっ
た場合は運転サイク
ル停止となるか、運
転サイクルが起動で
きないようにする。

拘束自体を目視で確
認する以外、外部表
示は不要。

作動手段

拘束設備の開閉は手
動式でも(モーターな

どによる)自動式でも

よい

拘束設備の開閉は手
動式でも(モーターな

どによる)自動式でも

よい

拘束設備の開閉は手
動式でも(モーターな

どによる)自動式でも

よい

拘束設備の開閉は手
動式でも(モーターな

どによる)自動式でも

よい。

拘束設備の開閉は手
動式でも(モーターな

どによる)自動式でも

よい。

ラッチ装置
の冗長性

不要 不要
ロック機能に冗長性
を設ける

ロック機能に冗長性
を設ける。

冗長性は不要。二次
拘束設備のロックお
よび解除は一次拘束
設備とは別個とす
る。

拘束設備の
構成

たとえば肩と膝のバ
―のように拘束設備
2つまたはフェイル

セーフ式拘束設備1

つを必要とする。
（個別の拘束装置2

つを使うか、フェイ
ルセーフ式拘束装置
1 つ で 実 現 で き

る。）

別紙 （各領域とも、下記
要件を満たすこと）

（拘束不要）0.2g

以上で座席に保持
前方向0.7g以下

前方向0.7～1.2g

以下



ASTM：加速度以外での配慮事項 

 また、ASTMでは、前後方向(X)と上下方向(Z)の加速度によ
る分類に加え、次のような点について考慮しつつ拘束装置を
設計することが求められている。 
 
• 加速の持続時間と程度 
• 乗客を乗せる装置の地面や他の物体からの高さ 
• 突風の影響 
• 客席反転時の緊急停止など、乗物の想定外の停止位置 
• 左右方向(Y)の加速。たとえば、一定時間持続する左右方
向加速度が0.5G以上の場合は、座席、背もたれ、ヘッドレ
スト、パッド、拘束設備について特別な配慮を要する。 

• 当該遊戯施設や設備の意図する性質 
 



（２）国内の遊戯施設における拘束装置の現状 
国内アンケート結果による国内遊戯施設の分布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ASTM規格をもとに、我が国の遊戯施設についてアンケート結果で得られた範囲内で、
不確かな情報については推測も含め比較した。 

 おおむねＡＳＴＭ規格に適合していると考えられるが、次のような部分については適
合していない可能性がある。 

①加速度領域５と考えられるもので、二次的な拘束装置が設けられていないもの、イ
ンターロックが具備されていないもの 

②加速度領域３～５で、乗客によっても外せるもの 
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（３）拘束装置の装着確認について 

ASTM規格では、拘束装置の確実な装着について、最も危険性

の高い領域５のものについて外部確認表示又はインターロック
を求めている。 

しかし、米国においても外部確認表示に依存し、運行者による
確認がおろそかになる等の議論があった。また、この点につい
ては、採用していないとする遊園地もあった。 



（４）拘束装置に必要とされる事項１ 

 我が国においては拘束装置の種類について速度を基準に
定めているが、 
①ASTMの基準のうち、加速度の持続時間や衝撃加速度

(緊急停止時や急激な運動方向の変化)の影響について
はさらに評価が必要であるが、乗客が受ける加速度に応
じた座席拘束装置の考え方の部分は合理性がある。 
②拘束装置の種類のみならず、(1) ①～④のような設計時
に配慮すべき事項についても乗客の安全確保上重要な
点であり、我が国においても遊戯施設の拘束装置の構造
の検討にあたっては、十分に考慮することが必要である。 

↓ 
• 我が国の遊戯施設についても、ASTMで規定されている拘
束装置の設計要件・安全基準を踏まえ、安全性の向上を
図っていく必要がある。 



（４）拘束装置に必要とされる事項２ 

• 拘束装置の確実な装着について外部確認表示を求
めることについては、ASTMにおいても議論があるとこ
ろであり、さらに検討が必要であるが、外部確認表示
等による対応が可能な施設においては採用を検討す
ることが望まれる。また、外部確認表示が必要とされ
ない施設においても、運行者が他の手段で確実な拘
束装置の装着が確認できることを担保する必要があ
る。 

• 拘束装置に関しては、単にインターロック等のハード
ウェア対策のみではなく、確実な装着を運行者によっ
て確認する具体的な方策を講ずる必要がある。 



（４）拘束装置に必要とされる事項３ 

具体例①：シートベルト 

色がついたひも等をベルト部に取りつけ、乗客
各自にひもを引き上げさせ、シートベルトバック
ルが確実にロックされていることを運行係員が
すべて確認すること 

 



具体例②：安全バー、膝押さえ、ハーネス 

乗客各自に拘束装置を数度持ち上げさせ、確
実にロックされていることを、運行者が確認す
ること。また、部分的な箇所でロックがかかる構
造の場合、ロックがかかる範囲を明示する等に
より確認を容易にすること。 

 



具体例③：鎖等 

他の拘束装置（①や②）と同様に、乗客の協力
を得るなどし、運行前に鎖フックが取り付け部
分に確実に装着されていることを運行者が確
認すること。 



（５）拘束装置以外の考慮について 

• ASTM規格では客席からの落下防止という観点以外に、

人体に与える加速度の影響についても検討を進めており、
この点について日本においても検討を行う必要がある。 

• 検討にあたっては、加速度の持続時間についての考え方
は低い加速でも長時間の場合には、高血圧の方などのリ
スクが高くなる可能性があり、昇降機や新幹線における乗
客の許容加速度なども参照すべきである。 

• 衝撃加速度（短時間の大きな加速度変化）に対しては、拘
束装置やその一部に体を打撲し、骨折するなどの事故例
もあるため、この点についても配慮が必要である。 

• その中で日本独自の法令や文化等のバックグラウンドに
十分配慮して、規格化していくことが必要と考えられる。 



２．遊戯施設における他の構造物との 
離隔距離に関する検討 

• 離隔距離については、ASTM,ENともに規定が設けられてい
る。ASTMにおいては、米国男性の95%タイル値の者が拘束

装置で動作を制限された状態で手先・足先等の到達可能な
範囲をクリアランスエンベロープとする考え方が示され、EN

においては、速度に応じた客席からの安全離隔距離が具体
的数値で定められている。 
 

• ASTM,EN双方とも、これらの規定について、クリアランスエン

ベロープを前後・左右・上下の領域に分け、それぞれの領域
ごとに、相対速度に対してその領域に存在を許容するもの
の具体化を行うことが検討されている。 

（１）ASTMとENにおける離隔距離の基本的な考え方 



離隔距離に関する図 

ＡＳＴＭ：乗客クリアランスエンベロープ図解の例（正立面図） 

ＥＮ：床から縦方向のクリアランスと乗客
からの横方向のクリアランス 



ディズニースタンダードのクリアランスエンベロープ（例） 



ディズニースタンダード： 
接触防止距離の各ゾーン内で許容される物体の種類 



接触防止距離範囲試験の写真（例） 



（２）遊戯施設の離隔距離に関する 
基本的な考え方の整理① 

• 現在、日本においては離隔距離に関する具体的な基準・規格
がないが、ASTM､ENの考え方を参考に基準、規格を設けるこ
とが必要である。この際には次のような点に留意することが必
要と考えられる。 

 

①乗客の身体寸法を想定し、乗客が拘束装置、乗物の座席や
壁・扉等により動きを制限された状態で手足等の客席外に伸
ばすことができる限度に一定の余裕代を見込んで離隔距離を
設定する。足についても乗物の壁・扉等で客席外に伸ばすこと
が制限されていない場合には離隔距離の考慮をしなければな
らない。 



（２）遊戯施設の離隔距離に関する 
基本的な考え方の整理② 

②離隔距離については、どのような人であっても対応可能なも
のとすることは困難であるため、ASTM同様な考え方に基づき
設定を行うことが必要である。95%タイル値は米国と日本では
異なり、日本の方が小さいが、日本の遊戯施設を外国の者も
使うことを考えると、ASTMやENに基づき国際的に採用されて
いる値を用いることが安全側と考えられる。このため、米国男
性の95%タイル値に7.5㎝程度の余裕をもって設計することが
適切と考えられる。 

③この離隔距離の範囲内には、相対速度が遅い場合において
は、一定の障害物の存在を許容することが可能と考えられる。
今後、ASTMやEN等において具体化が進むと考えられるが、
少なくとも次のような考え方が基本となっている。 



離隔距離の考え方 

• 相対速度200m/min以上で近接する箇所のクリアランスエン
ベロープ（拘束装置、壁等を考慮して客席にいる人が手、足
等を伸ばすことが想定される範囲）内には接触することによ
り衝撃(傷害)を受けるおそれのあるものがあってはならない。 

• 相対速度200m/min以下の場合、接触するものの存在は許
容できるが、柔軟で衝撃を吸収しやすい構造・素材であるこ
と、また、ささくれ、とがり、鋭角となっている偶角や端縁、突
出部、挟まれやすい箇所、とらわれやすい箇所などを設けて
はならない。 
 

Cf. 子供汽車等で手すり等があり、シートベルト等を要しないも
のの速度（日本建築基準法告示）(200m/min,3.3m/s) 
巻き込みの可能性がない場合に離隔距離を0.5mから0.3mま
で緩和する速度（EN）    180m/m(3m/s) 
 



（３）日本の遊戯施設の離隔距離の状況について 

• 日本の遊戯施設のアンケート結果では、離隔距離の検討
をするにあたり、足については評価していないものが４３.
４％あり、足を含めて可動範囲の検討を行い必要な離隔
距離の確保又は客席へのドアの設置や安全バーと低い
側壁の組み合わせによる足の可動範囲の制約する対策
を講ずる必要がある。 

• また、客席部が他の構造物と接触しやすいプラットホーム
侵入時の相対速度は、10km/h(167m/min)未満が６８.５%
となっているが、10km/h(167m/min)以上30km/h (500 
m/min) 未満が、25.9%、30km/h (500 m/min)以上が5.6%
となっていることからプラットホーム等他の構造物と接触し
やすい場所におけるリスク管理の徹底、特にはさまれや
すい構造のもの、とがった構造のものと接触する可能性
がないか確認を行う必要がある。 
 



ま と め 
1) 国内外の遊戯施設における客席の安全装置及び他の構造物

との安全離隔距離に関する技術的な標準の動向等を調査・分
析し、建築基準への反映や製造、保守、運行の各々の立場に
おいて認識しておくべき安全確保の考え方、技術的な標準につ
いて整理した。 

2) 海外から輸入した遊戯機械を運用・保守することが多い現状も

鑑み、欧米での遊戯施設に対する安全確保の考え方や技術標
準を十分に把握し、それを国内の現状に適切に対応させること
がより合理的な安全方策の実現につながる。 

3) この結果得られた知見を遊戯施設の製造者だけでなく、保守、

運行に携わる者と情報共有することで遊戯施設の安全・信頼
向上が実現可能になると考えられる。また、業界団体の協力を
得て、技術水準の進展に応じた情報共有を促進するため、定
期的に情報交流会を開催したり、講習会やシンポジウムを実
施していくこととで、全国の遊戯施設の安全・信頼向上の実質
化につながるものと目される。 

 


